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１．はじめに 

地理空間情報活用推進基本計画は，5 年ごとに見

直され，2017 年 3 月 24 日に第 3 期となる基本計画

が閣議決定された（内閣官房，2017）．この第 3 期基

本計画では，「IoT・ビックデータ・人工知能（AI）

といった先端技術を活かしたG空間社会の実現によ

って“目指すべき姿”」として，「災害対応力の強化・

高度化」があげられており，「G 空間防災システムの

普及・促進」のひとつとして，地理空間情報を活用

したシミュレーションなどが明記されている． 

 また，2011 年 3 月の東日本大震災を契機に，海岸

線を持つ地方公共団体では，津波発生時において迅

速に避難できるよう，避難路の再整備や津波避難ビ

ル等の指定緊急避難場所に関する検討が行われてい

る（内閣府：防災担当，2017）． 

これまで行われてきた津波発生時の避難行動に関

する研究では，地域全体からみた避難場所の配置や

数などに着目している場合が多く，津波避難ビルや

避難タワーといった津波避難施設を対象とした研究

は少ない（桑沢ほか，2015）．また，津波避難施設を

対象としたシミュレーションでも，数百人規模の避

難タワーを対象とした研究（畑山ほか，2014）があ

る．しかし，津波避難ビルを避難場所とし，水平避

難と垂直避難を連続させた津波避難シミュレーショ

ンはほとんどない． 

そこで，本研究では津波避難ビル内の階段をモデ

ル化し，住民が津波避難ビルを徒歩で垂直避難する

エージェントベースのシミュレーションを開発した．

住民が現に居住している団地ビル内を避難場所とし，

周辺住民を対象とした大規模な津波避難訓練を実施

するのは現実的ではないが，コンピュータ上でシミ

ュレーションすることで，水平避難と垂直避難が連

続する津波避難行動により，どのような状況が発生

する可能性があるかを一定程度分析できる．また， 

その分析結果を行政機関等と共有することで，地域

防災力の向上に寄与できるものと考える． 
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２．マルチエージェント・シミュレーション 

コンピュータの高性能化に伴って，人間行動や情

報伝達等をモデル化した津波避難シミュレーション

分析が行われてきた（例えば片田・桑沢，2006）．ま

た，東北地方太平洋沖地震発生後の津波避難行動に

対して，シミュレーションの再現性を検証した熊谷

（2014）の研究がある．この研究では，アンケート

調査による実際の避難所要時間とシミュレーション

の結果は概ね一致し，徒歩による避難者の避難行動

に対して津波避難シミュレーションが適用できるこ

とが示されている． 

そこで，本研究では，コンピュータを用いたシミ

ュレーションのうち，マルチエージェント・シミュ

レーション（Multi-Agent Simulation，以下，MAS）を

用いる．MAS とは，コンピュータ上の行動主体であ

るエージェントの行動ルールや相互作用をモデルと

して記述し，そのモデルのもとでシミュレーション

により現れる現象を分析する手法である．エージェ

ントは，内部に行動ルールを持ち，環境や他エージ

ェントと相互作用しながら行動を決定する（鳥海・

山本，2014）． 

本研究では，研究対象地区に居住する住民をエー

ジェントとしてモデル化し，その住民エージェント

に行動ルールを与え，津波避難行動をシミュレーシ

ョンする．MAS では，各々のエージェントが相互作

用しながら行動するため，避難住民が津波避難ビル

内の階段を上昇していく垂直避難行動の状況をシミ

ュレートすることが期待できる． 

 

３．モデル化する地域の概要 

本研究では，北海道釧路市橋北地区の一部をモデ

ル化する対象地区とする（図-1）．釧路市は，北海道

東部の太平洋沿岸に位置し，人口は 174, 742 人，世

帯数は 82, 078 である（2015 年国勢調査）． 

釧路市では，1994 年 10 月の北海道東方沖地震な

ど，地震と津波の被害に何度も見舞われてきた．近

年では，2011 年 3 月の東北地方太平洋沖地震で，釧

路市には最大 2.1m の津波が来襲し，釧路川の河口

部両岸地域で浸水被害があった． 

東日本大震災後の 2013 年 8 月には釧路市津波避

難計画が策定され，中心市街地は，ほぼ全域が津波

浸水想定 5 m 以上であることが示された．この津波

避難計画によると，想定する大津波の到達予想時間

は，釧路市中心市街地で概ね 30 分である（釧路市防

災危機管理課，2018）．また，釧路市津波ハザードマ

ップ（2021 年 6 月現在）によると，大津波警報発表

時の緊急避難施設として，学校やホテルなど合計 67

棟が指定されている． 

本研究でモデル化する地区は，釧路市橋北地区の

うち，JR 釧路駅の西側に位置する寿町とする．本研

究では，後述する津波避難シミュレーションの適用

において，避難傾向の違いを検討するため，寿町を

丁目に合わせてA地区～D地区に区分する（図-2）．

同寿町は，海岸からの距離は 400 m～500 m，海抜は

4 m 程度で，近隣に高台が無く平坦な地形である．

そのため，地震発生から津波到達までの時間的余裕

が極めて少ないことから，津波避難ビル等により避

難場所を確保することが必要な地区である． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図- 2 対象とした津波避難ビルの位置 

図- 1 釧路市橋北地区の位置 
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４．津波避難シミュレーションにおけるモデル化 

4.1．空間のモデル化 

本津波避難シミュレーションにおいて，住民エー

ジェントが避難する市街地空間は，避難を開始する

地区，住民エージェントが水平避難する道路，垂直

避難する津波避難ビルの内部により構成される． 

  

4.2．津波避難ビル内階段のモデル化 

本研究でモデル化する寿町には，多くの住民を収

容可能な高層マンションが無く，津波緊急避難施設

の確保が課題となっている（仁平・橋本，2015）．こ

のような状況であったところ，寿町に隣接する場所

に，津波避難機能を備えた道営住宅ビル「であえー

る幸団地」が 2015 年に完成した．釧路市は，この建

物を津波緊急避難施設（津波避難ビル）として指定

した．当該ビルは海岸から約 1,000 m に位置し，鉄

筋コンクリート造の 12 階建てである．津波避難ビ

ルとしての収容可能な人数は 1,000 人で，最上階の

集会室や共用廊下を避難スペースとしている． 

「であえーる幸団地」の外観を図-3 に示す．当該

ビルの出入り口（玄関）は，南側 1 箇所と北側 1 箇

所の 2 箇所にある．また，ビル内の階段も北側に 1

箇所，南側に 1 箇所ある．当該ビルの場合，5 階以

上に避難できれば概ね高さ 15ｍ以上になり，想定さ

れる津波の高さ以上に到達すると考えられる． 

本研究では，津波避難ビルとして設備の整った「で

あえーる幸団地」を寿町住民の避難場所と仮定する． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当該ビル内の階段部分に関するモデリングに関して

は，階段の状況を現地で確認し，実測した寸法をも

とに行う． 

 

4.3．避難者のモデル化 

本研究において，津波による避難者は寿町に居住

する住民とし，住民エージェント一体が住民ひとり

を示すものとする．住民エージェントは，属性とし

て，年齢，移動速度，居住地区，避難場所（目的地）

を持つ．ここで，住民エージェントが持つ移動速度

とは，市街地を水平避難する際の歩行速度と津波避

難ビル内を垂直避難する階段上昇速度の２つである． 

 

５．津波避難シミュレータの構築 

 前述したモデルをもとに，マルチエージェントシ

ステム用のシステム開発ツールを用いて，津波避難

シミュレータを構築した（深田ほか，2017）．使用し

た開発ツールは，株式会社構造計画研究所が提供し

ている artisoc である． 

構築したシミュレータ上で，シミュレーションを

実行している画面例を図-4 に示す．構築したシミュ

レータを実行すると，左側ウィンドウに，赤い丸で

表現された住民エージェントが寿町地区から津波避

難ビルへ向けて道路上を水平避難する状況が表示さ

れる．同じく中央左寄りウィンドウでは，赤丸の住

民エージェントが避難ビル内の２つの階段を移動し

ていく状況を平面的に表示する． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図- 4 津波避難シミュレータの画面例 図- 3 であえーる幸団地（北側） 
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６．シミュレータのモデル対象地区への適用 

6.1．エージェントパラメータの設定 

エージェントモデルを用いて構築した津波避難シ

ミュレータを釧路市寿町地区に適用する．本研究に

おける津波避難シミュレーションは，地震発生時間

を夜間と仮定し，モデル化した住民エージェントが

居住する各地区から避難行動を開始して，道路網上

を歩行移動し，避難場所とした津波避難ビル「であ

えーる幸団地」の最上階まで避難移動するまでの行

動を扱う． 

本シミュレーションで設定する住民エージェン

ト数は，モデルとする釧路市寿町の人口を参考に決

定する．寿町の人口データは，2015 年国勢調査の年

齢別人口とし，年齢不明の人口は除外する．その結

果，対象人口は 1,005 人となった． 

本シミュレーションでは，前述のとおり，寿町を

A 地区～D 地区の 4 地区に分け，地区毎に住民エー

ジェントを発生させて，避難傾向の違いをみる．各

地区の住民エージェント数は地区毎の居住人口に合

わせて，A 地区 518，B 地区 189，C 地区 227，D 地

区 71 の合計 1,005 エージェントに設定した． 

住民エージェントの歩行速度は，先行研究（大畑

ほか，2007；岩永ほか，2014））をもとに，平地で 1.5 

m/s を基本速度とし，表-1 に示す年齢層別に設定し

た．また，津波避難ビル内の階段を上昇する速度は，

森山ほか（2006）をもとに 0.68 m/s を基本速度とし，

同様に年齢層別に設定した．さらに，個人差を考慮

し，各年齢層で±30%のばらつきをランダムに与え

ている． 

 

6.2．住民エージェントの初期設定 

本シミュレーションにおいて，住民エージェント

が避難行動を開始する際の初期設定を述べる．実際

に大地震が発生した場合，過去に経験したことがな

い大きな揺れとなれば，直ちに避難を開始する住民

もいれば，人間の心理的特性などにより，避難開始

が遅れる場合もあると考えられる． 

そこで，本研究では，住民エージェントの避難開

始を一斉同時避難ではなく，時間経過とともに開始

することとし，大畑ほか（2007）をもとに，表-2 に 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

示す頻度分布で避難を開始する設定とした． 

また，住民エージェントの初期位置は，住民一人

ひとりの居住位置を特定できないことから，寿町 A

地区～D 地区の各地区中央付近を中心とした円状の

範囲に，各地区に割り当てた数の住民エージェント

をランダムに発生させ，当該津波避難ビルへ向かっ

て避難行動を開始する設定とした． 

 

6.3．住民エージェントの行動フロー 

住民エージェントは，シミュレーション開始直後，

研究対象地区内でランダムに発生させた初期位置か

ら津波避難ビルの最上階へ向けて，時間経過ととも

に表-2 に示した分布で避難行動を開始する．津波避

難ビルへ向かう平地の歩行移動ではダイクストラ法

を用いて最短経路を選択し，道路網上を移動する．

その際，住民エージェントの移動速度は，表-1 に示

した歩行速度をもとに設定される．また，住民エー

ジェントが道路を歩行移動する場合は，前方の住民

エージェントを追い抜くことが出来る設定とした． 

住民エージェントが避難ビルに到着した後は，避

表- 2 避難開始時刻の頻度分布 

（大畑ほか（2007）より引用） 

表- 1 住民エージェントの移動速度設定 

（大畑ほか，2007；岩永ほか，2014；森山ほか，2006
により作成） 
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難ビルの北側玄関 1 箇所から避難ビルに入る．ここ

で，入口を北側玄関 1 箇所とした理由は，津波避難

の際，避難者は最短距離で安全な場所へ逃げ込みた

いという意識があると考え，最短距離で津波避難ビ

ルに入ることが可能な北側玄関 1 箇所のみとした． 

津波避難ビル内に入った後は，ビル内部の階段２

箇所へ順に分かれ，ひとつの階段を横 2 列の配置と

なって上昇する．階段上昇の際，実際の避難ビル内

階段の状況を鑑み，前方の住民エージェントと常に

60 cm の間隔を空け，2 列に並んで上昇することと

し，追い越しが出来ない設定とした．よって，前方

に住民エージェントが詰まって滞留していた場合は，

住民エージェントは前方のエージェントを追い越さ

ないで待機し，滞留が解消すると再び上昇を開始す

る．そして，住民エージェントが最上階に到着した

時点で避難完了とする．なお，本シミュレーション

では，シミュレータの計算 1 stepを 1秒としている． 

 

７．シミュレーションの適用結果 

 前述した住民エージェントの行動ルールに基づい

た津波避難シミュレーションを 100 回実行し，その

結果を平均して避難行動に要した時間として算出し

た．全住民エージェントの避難行動と経過時間（全

体平均）の関係を図-5 に示す． 

この図において，まず，津波避難ビルに到達した

割合（避難ビル到達）をみると，避難開始から 15 分

時点で住民エージェント全体のうち，約 33.4%が避

難ビルに到達，30 分時点では約 96.8%が到達してい

る．次に，避難ビル内の階段上昇を開始した割合（階

段上がり始め）をみると，避難開始から 15 分時点で

住民エージェント全体のうち約 23.4%が上昇開始，

30 分時点では約 66.7%が上昇を開始している． 

また，避難ビル内階段の 5 階を通過した割合（5 階

通過）をみると，避難開始から 15 分時点で住民エー

ジェント全体の約 3.7%が通過，30 分時点で約 34.8%

が 5 階を通過している．そして，住民エージェント

が最上階に到着した避難完了の割合をみると，15 分

時点では約 0.2%，30 分時点で約 7.3%となり，全住

民エージェントの避難完了までに要した時間は約

84 分となった． 

 

８．シミュレーションの検証 

 本研究において行った津波避難シミュレーション

では，津波避難ビル内で垂直避難のための階段上昇

を開始するところで住民エージェントの移動速度が

変化し低下する設定となっていることから，この避

難ビル内 1 階階段付近がボトルネックとなり，住民

エージェントの滞留発生が予測される． 

そこで，前章で述べたシミュレーション適用結果

で，図-5 の避難ビル到達の割合と階段上がり始め割

合の差をみると，避難行動開始から 30 分時点で住

民エージェント全体のうち約 96.8%が避難ビルに到

達しているにも関わらず，階段上がり始め割合は約

66.7%となっている．この差は，住民エージェントが

当該避難ビル内の階段付近で滞留している状況を表

すものである． 

よって，本研究で開発した津波避難シミュレーシ

ョンでは，事前の予測どおり，住民エージェントの

滞留が避難ビル内 1 階の階段付近で発生しているこ

とから，本研究における水平避難と垂直避難を連続

させたモデルの妥当性が一定程度確保できているも

のと考えられる． 

 

９．おわりに 

 本研究では，釧路市橋北地区における津波避難ビ

ルのひとつをモデル化し，住民エージェントが当該

避難ビル内階段を上昇する垂直避難シミュレータを

構築した．構築した避難シミュレータを釧路市寿町

に適用した結果，事前に予測された箇所で住民エー

ジェントの滞留発生が確認でき，モデルの妥当性が

一定程度確保できているものと思われる． 

また，津波避難シミュレーションの結果では，当

図-5 津波避難ビルへの避難率（全体平均） 
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該地区住民の半数以上が，想定される津波到達まで

の時間内に，安全と考えられる避難ビル 5 階以上に

避難することが出来ない可能性が示唆された．この

ことは，マルチエージェント・シミュレーションを

用いた本研究の手法により，当該津波避難ビルの効

用と限界を一定程度示すことが出来たものと考える． 

今後は，さらに精緻なモデル化を進め，複数の津

波避難ビルを対象とした津波避難シミュレーション

分析を行って，その結果を行政機関や地域住民組織

などと共有していきたい． 
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